
参考資料１ 

Ⅰ． 平成６年法改正について 

 

１．工業所有権審議会「特許法及び実用新案法の改正に関する答申」（平成４年

１２月１８日）抜粋 

 

「Ⅲ．異議申立制度のあり方について 

 

１．法改正の必要性 

 

特許付与という行政処分に関して、広く第三者にその是正を求める機会を

与えることは、瑕疵ある特許を是正するために必要なものである。現行法の

特許付与前の異議申立制度は、特許付与に先立って、第三者の異議申立てを

認めることによって、行政庁に再検討の機会を与える方式をとっており、安

定した権利の付与という点では意義ある制度であるが、他方、すべての権利

につき一律に異議申立期間を経過するまで権利付与を待たなければならない

こと、また、高度・先駆的な重要な技術等について多数の異議が申し立てら

れた場合、特許権の成立が遅れることなど、迅速な権利付与という点では、

問題点を有している。 

 このため、我が国において、迅速な権利付与を図る観点から、特許付与前

の異議申立制度を廃止し、特許付与後の異議申立制度へ改正する必要がある。

この改正に関連して、申立人適格、申立期間等について特許付与後の異議申

立制度と無効審判制度との関係を明確にしつつ、両者を併存させる必要があ

る。 

 また、制度の国際的調和という観点からは、多くの主要国で付与後の異議

申立制度となっているが、ＷＩＰＯハーモナイゼーション条約案第１８条（特

許付与前の異議申立制度を禁止する旨の規定）について討議が行われている

ため、条約の交渉状況等の国際情勢を見極めつつ、法律改正の時期を検討す

る必要がある。 

 

２．改正の概要 

 

①特許付与後の異議申立制度へ改正すること 

②何人も特許権付与の公示後６カ月以内に異議申立てを行えることとするこ

と 

③請求項毎に異議申立てを行うことができることとすること 

④異議申立理由は、新規性、進歩性を満たさないもの、明細書の記載が不明
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瞭であるもの等公衆の利益に反するものとすること 

⑤複数の異議申立てがあった場合も、一つにまとめて審理を行うことができ

ることとすること 

⑥異議申立ての手続において、特許の訂正を可能とすること 

⑦異議申立ての審理において、異議申立人が申し立てない理由についても、

職権で審理を行うことを可能とすること 

⑧異議申立ての審理は審判官の合議体で行うこととすること 

⑨異議申立ての審理の結果、特許の取消を受けた権利者は、不服がある場合

は東京高裁に出訴することができることとすること 

⑩異議申立期間及び異議申立係属中においても、無効審判の請求を可能とす

ること 

⑪特許権の存続期間は、特許出願の日から２０年とすること 

 

３．法律改正が必要となる事項 

 

（１）特許付与後の異議申立制度への改正 

＜関連条文；特 51 条、特 55 条等＞ 

 
 
 
 
 
 

 迅速な権利付与を図るため、制度の国際的調和を考慮しつつ、特許付与前の

異議申立制度を廃止し、特許付与後の異議申立制度へ改正する。 
 申立人適格、申立期間等について、特許付与後の異議申立制度と無効審判と

関係を明確にしつつ、両者を併存させる。 

（イ）特許付与後の異議申立制度は、特許制度に対する信頼性を高めること

を目的とし、特許付与後の一定期間に限り、広く第三者にその取消を求める

機会を与え、申立てがあった場合は、特許付与という行政処分を行った行政

庁が行政処分の適否の審理を行い、その是正を図るものである。 

 

（ロ）一方、無効審判制度は、通常、特許侵害訴訟等の特許係争において、

利害関係人が防御手段の一つとして請求することからもわかるように、行政

庁が行った行政処分である特許付与の是非を巡る当事者間の争いを解決する

ための手段として位置づけられる。 

 

（ハ）このため、制度の国際的調和にも留意しつつ、より迅速な権利付与を

行うという観点から、我が国においても、無効審判制度と併存させつつ、特

許付与後の一定期間に限り、広く第三者からの異議の申立を待ち、申立てが
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なされた場合は、行政庁が特許付与という行政処分の適否について審理を行

う特許付与後の異議申立制度へ改正することが適切である。 

 

（参考） 

 特許付与後の異議申立制度を有する主要国においては、異議申立ての審理

は行政庁においてなされ（欧州特許条約１９条、米国特３０５条、独特２７

条）、かつ、行政庁がより積極的に特許付与の瑕疵を是正するための審理を行

うために職権審理を行うことが可能とされている（欧州特許条約１１４条、

米国特３０３条、独特６１条）。 

 特許付与後の異議申立制度を有する主要国においても、異議申立制度とは

別に特許無効を争う制度を有しており、行政庁が行った行政処分である特許

付与の是非を巡る当事者間の争いを解決するための手段として位置づけられ

ている（共同体特許条約５５条、米国特２８２条、独特８１条）。」 

 

 

２．特許庁総務部総務課工業所有権制度改正審議室「平成６年改正 工業所有

権法の解説」発明協会（１９９５）第１６８頁 抜粋 

 

「第７章 特許付与後の異議申立制度 

 

Ⅰ．従来の制度と改正の背景 

・・・ 
３．法律改正に至るまでの経緯 

 審議会答申では、こうした検討を経て、付与前異議申立制度を廃止し、付

与後異議申立制度へ移行する必要があるとされたが、その制度改正の時期に

ついては、米国の先願主義への移行等に代表されるＷＩＰＯ特許ハーモナイ

ゼーション条約案に盛り込まれた事項については各国がそれぞれ歩み寄って

はじめて制度の国際的調和が達成されるとの認識から、「ＷＩＰＯ特許ハーモ

ナイゼーション条約の交渉状況等の国際情勢も十分踏まえ、法律改正の時期

を検討する必要がある。」とされた。このため、平成５年の一部改正では付与

後異議申立制度への改正は行われなかった。 
 しかしながら、その後の日米包括協議において、米国が我が国に付与後異

議申立制度への改正を要請し、我が国も米国に早期出願公開制度の導入等の

改正を要請し、これらについて合意が得られたため、この日米合意を受け、

審議会答申に示された考え方に沿って改正を行うこととした。」 

 3



参考資料１ 

Ⅱ． 平成１５年法改正について 

 

「産業財産権をめぐる紛争の迅速かつ合理的な解決に向けて」 
平成１５年２月 産業構造審議会知的財産政策部会 抜粋 
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